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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期

第２四半期連結
累計期間

第49期
第２四半期連結
累計期間

第48期

会計期間

自平成28年
　７月１日
至平成28年
　12月31日

自平成29年
　７月１日
至平成29年
　12月31日

自平成28年
　７月１日
至平成29年
　６月30日

売上高 （千円） 11,456,632 13,865,430 23,723,705

経常利益 （千円） 632,250 1,429,583 1,676,157

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 294,758 861,581 916,228

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 564,527 1,177,222 1,416,390

純資産額 （千円） 12,443,373 14,027,351 13,216,670

総資産額 （千円） 18,811,056 21,837,295 19,684,442

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 23.80 69.56 73.98

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 65.1 63.0 65.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 850,324 1,137,525 1,975,163

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △735,052 △1,304,459 △1,750,771

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 75,758 395,012 △113,548

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,482,565 1,461,063 1,291,026

 

回次
第48期

第２四半期連結
会計期間

第49期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

自平成29年
　10月１日
至平成29年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 23.96 38.13

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業業績や雇用、所得環境の改善により、成長基調が維持さ

れております。また、世界経済は総じて堅調に推移しながらも、金融市場や政治・経済をめぐる先行き不透明感が

強く、地政学リスクの高まりなど留意すべき状況が続いております。

当社グループにおいては、景気回復基調に支えられて、主力の部品セグメントではスマートフォン向け部品の需

要が好調に推移し、また自動車電装向け部品も堅調で、安定した受注を確保することができました。

このような状況下、当社グループは、主力のスマートフォン部品の生産効率の向上、および高精度の品質維持を

実現するために積極的な改善活動を推し進め、収益の向上に努めてまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高138億６千５百万円（前年同期比21％増）、営業利益は

13億７千６百万円（前年同期比65.4％増）、経常利益は14億２千９百万円（前年同期比126.1％増）、親会社株主

に帰属する四半期純利益は８億６千１百万円（前年同期比192.3％増）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

①金型

電子機器向け金型、自動車電装向け金型を主軸として販売してまいりました。電子機器向け金型は、産業機器部

品用や車載部品用が牽引し、自動車電装向け金型を含めて堅調な受注となりました。しかし、試抜き用の銅合金条

材料が市場需給バランスの崩れにより入荷が遅れて売上計画に遅延が生じたことで、当セグメントの売上は前年同

期比で減少しました。

その結果、売上高は７億８千８百万円（前年同期比1.5％減）、セグメント利益は１億７千３百万円（前年同期

比10.6％減）となりました。

②部品

電子機器向け部品、自動車電装向け部品を主軸として販売してまいりました。電子機器向け部品は全般的に好基

調で、スマートフォン向け部品や半導体向け部品の旺盛な需要により増加しました。自動車電装向け部品も安定し

た市場を背景に堅調な実績となり、当セグメントの売上は前年同期比で増加しました。

中国の連結子会社は、主力の部品需要が回復傾向にあり、今後に期待がもてる状況であります。インドネシアの

連結子会社は、体制を刷新して受注活動に傾注しております。

その結果、売上高は109億３千３百万円（前年同期比20.1％増）、セグメント利益は14億３千７百万円（前年同

期比54.1％増）となりました。

③機械器具

各種自動機器、医療器具を主軸として販売してまいりました。各種自動機器は、車載関連装置、医療関連装置と

もに得意先の増設計画に沿った内容で増加しました。医療器具も市場の増加要求に応えるため、計画的な増産対応

を進めております。

その結果、売上高は21億３千８百万円（前年同期比38％増）、セグメント利益は２億６千２百万円（前年同期比

19.7％増）となりました。

④その他

賃貸事業、売電事業を行っております。

売上高は５百万円（前年同期比1.6％減）、セグメント利益は２千万円（前年同期比8.1％増）となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

１億７千万円増加し、14億６千１百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、11億３千７百万円（前年同期比33.8％増）となりました。これは主に、税金等

調整前四半期純利益14億２千５百万円、減価償却費７億１千６百万円、仕入債務の増加による資金の増加３億４千

８百万円と資金が増加しましたが、棚卸資産の増加による資金の減少５億１千６百万円、売上債権の増加による資

金の減少４億６千万円と資金が減少したためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、13億４百万円（前年同期比77.5％増）となりました。これは主に、部品事業の

生産設備増設及び更新、立体駐車場建設着手等の有形固定資産の取得による支出12億９千１百万円によるものであ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、３億９千５百万円（前年同期比421.4％増）となりました。これは主に、長期

借入による収入10億円により資金が増加しましたが、非支配株主への配当金の支払額２億３千万円、長期借入金の

返済による支出２億１千８百万円、配当金の支払額１億３千５百万円と資金が減少したことによるものでありま

す。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、７千４百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,380,000

計 22,380,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,390,000 12,390,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 12,390,000 12,390,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 12,390 － 1,435,300 － 1,439,733
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（６）【大株主の状況】

  平成29年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合（％）

有限会社スズキエンタープライズ 長野県須坂市大字須坂982-19 2,272 18.34

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目11-３ 982 7.92

鈴木従業員持株会 長野県須坂市大字小河原2150-１ 737 5.94

鈴木教義 長野県須坂市 349 2.82

株式会社八十二銀行

（常任代理人　日本マスタートラスト信託銀

行株式会社）

長野県長野市大字中御所字岡田178-８

（東京都港区浜松町２丁目11-３）
310 2.50

髙野忠和 神奈川県横浜市磯子区 295 2.38

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８-11 245 1.97

小島まゆみ 新潟県長岡市 208 1.67

鈴木照子 長野県須坂市 160 1.29

株式会社商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲２丁目10-17 160 1.29

計 － 5,719 46.16

（注）上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式は全て信託

業務に係るものであります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 4,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,382,800 123,828 －

単元未満株式 普通株式 2,900 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 12,390,000 － －

総株主の議決権 － 123,828 －

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社　鈴木
長野県須坂市大字

小河原2150番地１
4,300 － 4,300 0.03

計 － 4,300 － 4,300 0.03

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年７月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,578,891 1,748,949

受取手形及び売掛金 4,952,198 5,417,284

商品及び製品 199,246 259,400

仕掛品 901,862 1,135,766

原材料及び貯蔵品 1,001,806 1,236,719

その他 369,691 357,802

流動資産合計 9,003,697 10,155,923

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,724,129 3,672,284

機械装置及び運搬具（純額） 3,172,118 3,605,568

土地 1,439,313 1,439,313

その他（純額） 463,034 708,346

有形固定資産合計 8,798,596 9,425,513

無形固定資産 60,337 63,930

投資その他の資産   

投資有価証券 1,715,357 2,081,978

その他 107,589 111,086

貸倒引当金 △1,136 △1,136

投資その他の資産合計 1,821,810 2,191,928

固定資産合計 10,680,744 11,681,372

資産合計 19,684,442 21,837,295
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,108,957 2,461,160

短期借入金 1,348,333 1,331,724

1年内返済予定の長期借入金 300,780 470,888

未払法人税等 304,974 439,481

賞与引当金 107,205 116,728

役員賞与引当金 26,900 14,100

その他 709,543 703,609

流動負債合計 4,906,693 5,537,692

固定負債   

長期借入金 228,288 839,990

長期未払金 452,900 438,661

退職給付に係る負債 834,126 850,380

その他 45,762 143,219

固定負債合計 1,561,077 2,272,251

負債合計 6,467,771 7,809,944

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,435,300 1,435,300

資本剰余金 1,379,280 1,254,408

利益剰余金 9,251,515 9,976,854

自己株式 △1,130 △1,130

株主資本合計 12,064,965 12,665,433

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 798,122 1,036,961

為替換算調整勘定 126,900 116,785

退職給付に係る調整累計額 △53,097 △51,086

その他の包括利益累計額合計 871,925 1,102,660

非支配株主持分 279,779 259,257

純資産合計 13,216,670 14,027,351

負債純資産合計 19,684,442 21,837,295
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 11,456,632 13,865,430

売上原価 9,741,531 11,582,242

売上総利益 1,715,101 2,283,187

販売費及び一般管理費 ※１ 882,657 ※１ 906,314

営業利益 832,443 1,376,873

営業外収益   

受取利息 4,102 1,884

受取配当金 16,595 23,286

受取賃貸料 2,954 3,408

為替差益 － 33,440

スクラップ売却益 4,109 5,227

その他 3,789 3,552

営業外収益合計 31,550 70,799

営業外費用   

支払利息 13,397 15,712

為替差損 216,407 －

支払補償費 － 2,320

その他 1,939 56

営業外費用合計 231,744 18,089

経常利益 632,250 1,429,583

特別利益   

固定資産売却益 1,936 8,520

その他 － 0

特別利益合計 1,936 8,520

特別損失   

固定資産売却損 2,162 11,223

固定資産除却損 3,243 1,373

特別損失合計 5,405 12,596

税金等調整前四半期純利益 628,781 1,425,507

法人税、住民税及び事業税 316,317 462,067

法人税等調整額 △7,569 △3,405

法人税等合計 308,748 458,662

四半期純利益 320,033 966,845

非支配株主に帰属する四半期純利益 25,274 105,264

親会社株主に帰属する四半期純利益 294,758 861,581
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 320,033 966,845

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 190,976 238,838

為替換算調整勘定 50,491 △30,472

退職給付に係る調整額 3,026 2,010

その他の包括利益合計 244,494 210,376

四半期包括利益 564,527 1,177,222

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 526,607 1,092,315

非支配株主に係る四半期包括利益 37,919 84,906
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成29年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 628,781 1,425,507

減価償却費 623,054 716,169

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,884 9,220

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △11,700 △12,800

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 14,925 19,132

受取利息及び受取配当金 △20,697 △25,171

支払利息 13,397 15,712

有形固定資産売却損益（△は益） 225 2,703

有形固定資産除却損 3,218 1,373

売上債権の増減額（△は増加） △98,476 △460,338

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,636 △516,847

仕入債務の増減額（△は減少） 211,356 348,293

その他 △119,910 △79,376

小計 1,245,421 1,443,578

利息及び配当金の受取額 21,901 26,035

利息の支払額 △11,978 △11,199

法人税等の支払額 △405,020 △320,889

営業活動によるキャッシュ・フロー 850,324 1,137,525

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △694,948 △1,291,167

有形固定資産の売却による収入 7,728 26,146

投資有価証券の取得による支出 △19,563 △23,181

その他 △28,268 △16,256

投資活動によるキャッシュ・フロー △735,052 △1,304,459

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 469,623 △20,755

長期借入れによる収入 150,000 1,000,000

長期借入金の返済による支出 △137,660 △218,190

配当金の支払額 △135,725 △135,742

非支配株主への配当金の支払額 △270,480 △230,300

財務活動によるキャッシュ・フロー 75,758 395,012

現金及び現金同等物に係る換算差額 163,555 △58,041

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 354,585 170,036

現金及び現金同等物の期首残高 1,127,979 1,291,026

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 1,482,565 ※１ 1,461,063
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成29年６月30日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 68,126千円 125,324千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年７月１日
　　至 平成28年12月31日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年７月１日
　　至 平成29年12月31日）

給料 317,546千円 330,578千円

賞与引当金繰入 16,139 15,593

役員賞与引当金繰入 13,700 14,100

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成28年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成29年12月31日）

現金及び預金勘定 1,770,406千円 1,748,949千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △287,841 △287,886

現金及び現金同等物 1,482,565 1,461,063

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成28年12月31日）

　　　　１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月29日

定時株主総会
普通株式 136,241 11 平成28年６月30日 平成28年９月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年７月１日　至　平成29年12月31日）

　　　　１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年９月28日

定時株主総会
普通株式 136,241 11 平成29年６月30日 平成29年９月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日 　至　平成28年12月31日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
(注)１ 合計

調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３ 金型 部品 機械器具 計

売上高         

外部顧客への
売上高

800,367 9,100,697 1,550,170 11,451,235 5,397 11,456,632 － 11,456,632

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

266,944 △138,890 94,317 222,371 36,600 258,971 △258,971 －

計 1,067,311 8,961,807 1,644,488 11,673,607 41,997 11,715,604 △258,971 11,456,632

セグメント利益 193,808 932,527 219,737 1,346,074 19,413 1,365,488 △533,044 832,443

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業、売電事業を

行っております。

２．セグメント利益の調整額△533,044千円には、セグメント間取引消去△26,900千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△516,018千円、棚卸資産の調整額16,681千円及びその他の影響額△6,807

千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費で

あります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年７月１日 　至　平成29年12月31日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
(注)１ 合計

調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３ 金型 部品 機械器具 計

売上高         

外部顧客への
売上高

788,092 10,933,219 2,138,806 13,860,118 5,312 13,865,430 － 13,865,430

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

269,124 △255,382 181,002 194,744 36,600 231,344 △231,344 －

計 1,057,217 10,677,836 2,319,809 14,054,863 41,912 14,096,775 △231,344 13,865,430

セグメント利益 173,249 1,437,032 262,953 1,873,236 20,985 1,894,222 △517,348 1,376,873

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業、売電事業を

行っております。

２．セグメント利益の調整額△517,348千円には、セグメント間取引消去△4,298千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△510,698千円、棚卸資産の調整額2,038千円及びその他の影響額△4,390千

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であ

ります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成28年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成29年12月31日）

　　１株当たり四半期純利益金額 23円80銭 69円56銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
294,758 861,581

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
294,758 861,581

普通株式の期中平均株式数（株） 12,385,632 12,385,632

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月14日

株式会社鈴木

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山中　　崇　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野本　博之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社鈴木の

平成29年７月１日から平成30年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平成29年

12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年７月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鈴木及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）1.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　　　　2.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社鈴木(E02058)

四半期報告書

18/18


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

